
（別記様式第１号）

真庭市鳥獣被害防止計画

＜連絡先＞

担 当 部 署 名 真庭市産業観光部農業振興課

所 在 地 岡山県真庭市久世２９２７－２

電 話 番 号 （０８６７）４２－１０３１

Ｆ Ａ Ｘ 番 号 （０８６７）４２－３９０７

メールアドレス nohshin@city.maniwa.lg.jp

（注）１ 共同で作成する場合は、すべての計画主体を掲げるとともに、代表となる計画

主体には（代表）と記入する。

２ 被害防止計画の作成に当たっては、別添留意事項を参照の上、記入等すること。

計画作成年度 令和５年度

計画主体 真庭市



１．対象鳥獣の種類、被害防止計画の期間及び対象地域

（注）１ 計画期間は、３年程度とする。

２ 対象地域は、単独で又は共同で被害防止計画作成する全ての市町村

名を記入する。

２．鳥獣による農林水産業等に係る被害の防止に関する基本的な方針

（１）被害の現状（令和４年度）

（注） 主な鳥獣による被害品目、被害金額、被害面積（被害面積については、

水産業に係る被害を除く。）等を記入する。

（２）被害の傾向

対象鳥獣 イノシシ、ニホンザル、ニホンジカ、ヌートリア、カワ

ウ、ハシブトガラス、ハシボソガラス、ダイサギ、コサギ、

アオサギ、ゴイサギ、マガモ、コガモ、キジバト、ドバト、

ヒヨドリ、ニュウナイスズメ、スズメ、タヌキ、アナグマ、

ハクビシン、ノウサギ

計画期間 令和５年度～令和７年度

対象地域 真庭市全域

鳥獣の種類 被害の現状

品 目 被害数値

イノシシ

ニホンザル

ニホンジカ

ヌートリア

カワウ

水稲・野菜・果樹類・

飼料作物・豆類・穀物

水稲・野菜・果樹類・

豆類

水稲・野菜・植林・飼

料作物

水稲・野菜・果樹類

魚類

５，９０９千円、６７ha

１，７９８千円、４．０ha

２，６９５千円、１．０ha

９９千円、１．０ha
７，２８０千円

・イノシシ

生息地域：真庭市全域

被害作物：水稲・野菜・果樹類・飼料作物・豆類・穀物

傾 向：被害防止施設設置による防除、有害鳥獣駆除による捕獲を行っ

ているものの、被害地域の拡大がみられ、被害は年中発生して

いる。

・ニホンザル

生息地域：北房、落合、久世、勝山、美甘及び湯原地域

被害作物：水稲・野菜・果樹類・豆類

傾 向：市内各地に多くの群れがあり、山間部では林産物の被害が発生

している。林縁から離れた農地での被害も発生している。また、



（注）１ 近年の被害の傾向（生息状況、被害の発生時期、被害の発生場所、

被害地域の増減傾向等）等について記入する。

２ 被害状況がわかるようなデータ及び地図等があれば添付する。

（３）被害の軽減目標

交通量の多い国道沿いにも頻繁に現れるなど、人馴れした群れ

による被害が出ている。

・ニホンジカ

生息地域：真庭市全域

被害作物：水稲・野菜・植林・飼料作物

傾 向：被害防止施設設置による防除、有害鳥獣駆除による捕獲を行っ

ているものの、生息数は増加傾向であり、被害地域(生息地域)の
拡大がみられる。

・ヌートリア

生息地域：真庭市全域

被害作物：水稲・野菜・果樹類

傾 向：有害鳥獣駆除による捕獲を行っており、一斉集中捕獲事業にも

取り組んだものの、生息数の大きな減少はみられない。被害は

川や水路近くの田畑を中心に年中発生している。

・カワウ

生息地域：真庭市全域

被害作物：魚類

傾 向：被害は真庭市全域でみられる。主に放流魚の食害がある。

・その他鳥類

生息地域：真庭市全域

被害作物：野菜・直播後の種・魚類

傾 向：被害は真庭市全域でみられる。

・その他獣類

生息地域：真庭市全域

被害作物：野菜・果樹・水稲類

傾 向：被害は真庭市全域でみられる。一部獣類は住宅近くの農地にも

現れ、被害を発生させている。

指標 現状値（令和４年度） 目標値（令和７年度）

イノシシ ５，９０９千円、 ６７ha ３，０００千円、５０ha
ニホンザル １，７９８千円、４．０ha １，３００千円、３．０ha



（注）１ 被害金額、被害面積等の現状値及び計画期間の最終年度における目

標値を記入する。

２ 複数の指標を目標として設定することも可能。

（４）従来講じてきた被害防止対策

（注）１ 計画対象地域における、直近３ヶ年程度に講じた被害防止対策と課

題について記入する。

ニホンジカ ２，６９５千円、１．０ha ２，０００千円、０．８ha
ヌートリア ９９千円、１．０ha ９０千円、０．８ha
カワウ ７，２８０千円 ５，０００千円

従来講じてきた被害防止対策 課題

捕獲等

に関す

る取組

・駆除活動

有害鳥獣駆除班及び対象鳥

獣捕獲員を設置し、被害地域

において、わな及び銃器によ

る集中的な駆除活動の実施。

・捕獲柵設置

国庫補助事業を活用した、

捕獲柵設置。

・駆除活動

高齢化により、狩猟者の減少

が考えられる。そのため新規狩

猟者の獲得と狩猟技術の継承が

課題。

・捕獲柵設置

捕獲柵の要望は多いが、一度

にこたえられる要望量には限り

があるため、今ある捕獲柵の効

率的な活用が必要。

防護柵

の設置

等に関

する取

組

・防護施設設置

県及び市の補助事業による

防護施設(電気柵等)設置の補
助。

・追い払い活動

地域ぐるみによる追い払い

活動の推進。

・防護施設設置

被害地域内でも被害対策に差

があるため、地域全体での防護

施設設置の推進が課題。加えて、

効果的な防護施設の設置方法等

の指導も必要。

・追い払い活動

個別の追い払い対応が多く、

地域ぐるみの組織的な追い払い

活動が課題。

生息環

境管理

その他

の取組

・被害防止に関する知識の普及

被害防止技術等を取りまと

めたパンフレットによる啓

蒙、勉強会開催による知識の

普及。

・被害防止に関する知識の普及

被害対策に関心のある住民に

対する知識普及に止まらず、被

害のある地域全体への波及が求

められる。



２ 「捕獲等に関する取組」については、捕獲体制の整備、捕獲機材の

導入、捕獲鳥獣の処理方法等について記入する。

３ 「防護柵の設置等に関する取組」については、侵入防止柵の設置・

管理、追上げ・追払い活動等について記入する。

４ 「生息環境管理その他の取組」については、緩衝帯の設置、放任果

樹の除去、鳥獣の習性、被害防止技術等に関する知識の普及等につい

て記入する。

（５）今後の取組方針

（注） 被害の現状、従来講じてきた被害防止対策等を踏まえ、被害軽減目標

を達成するために必要な被害防止対策の取組方針について記入する。

（ICT（情報通信技術）機器や GIS（地理情報システム）の活用等、対策

の推進に資する技術の活用方針を含む。）。

３．対象鳥獣の捕獲等に関する事項

（１）対象鳥獣の捕獲体制

（注）１ 鳥獣被害対策実施隊のうち対象鳥獣捕獲員の指名又は任命、狩猟者

等の外部団体への委託、わなの見回り補助等による捕獲者のサポート

・防護施設設置の推進

現在の補助事業の周知を進め、大きな被害の出ていない地域において

も計画的な防護施設の設置を推進する。

・駆除活動の推進

有害鳥獣駆除班（鳥獣被害対策実施隊対象鳥獣捕獲員）による有害鳥

獣駆除活動を推進する。また、新規狩猟者の獲得に努める。

・追い払い活動の推進

猿接近警戒システムを導入している地域においては、システムを継続

的に活用しながら、地域ぐるみの追い払い活動を進める。

・鳥獣被害防止知識の普及

鳥獣被害防止にかかる講習会により地域住民への啓発普及活動を行

い、地域ぐるみの被害防除体制づくりを目指す。

・生息環境の管理対策

里山整備を推進し、緩衝帯をつくるなど森林を適切に整備し、人間と

鳥獣の住み分けを行う。

岡山県真庭地域猟友会会員により鳥獣被害対策実施隊(対象鳥獣捕獲員)

を編成し、有害鳥獣駆除活動を実施する。(別紙の１参照)



等による対象鳥獣の捕獲体制を記入するとともに、捕獲に関わる者の

それぞれの取組内容や役割について記入する。

２ 対象鳥獣捕獲員を指名又は任命する場合は、その構成等が分かる資

料があれば添付する。

３ 捕獲等を推進する上で、被害防止計画に基づく対象鳥獣の捕獲等に

従事している者にライフル銃を所持させる必要がある場合には、その

ことについて記入する。

（２）その他捕獲に関する取組

（注） 捕獲機材の導入、鳥獣を捕獲する担い手の育成・確保等について記入

する。

（３）対象鳥獣の捕獲計画

年度 対象鳥獣 取組内容

令和５年度 イノシシ

ニホンザル

ニホンジカ

ヌートリア

カワウ

その他鳥獣

国庫補助により捕獲柵の地区への無償貸与

駆除班活動推進を目的とした捕獲補助

狩猟者の確保を目的とした狩猟免許取得補助

（サル対策）捕獲計画作成のためのモニタリン

グ調査

（サル対策）サル対策専門員の設置

令和６年度 〃 〃

（サル対策）誘引監視・捕獲檻建設一部着手

令和７年度 〃 〃

（サル対策）捕獲実行

捕獲計画数等の設定の考え方

近年の有害鳥獣駆除によるイノシシの捕獲頭数は月平均200頭を超え年間
2,500頭程度と増加しているものの、被害面積･額ともに横ばい状態で経過し
ており、被害面積･額を減少に転じるため捕獲の強化が必要であることか

ら、近年の平均捕獲頭数の120％の数値を設定する。
ニホンジカについても捕獲頭数が年々増加しているものの、県東部からの

流入により、被害面積・額の減少がみられないため、今後更なる捕獲圧強化

を図り、前年度捕獲実績（900頭）の140％（近年の平均捕獲数増加率）の数
値を設定する。

ニホンザルは年平均捕獲頭数 70～80頭で推移しているが、群れ数・推定個
体数ともに増加しており、被害地域の広域化がみられることから、平均捕獲

頭数の 200％の数値を設定し、早急に個体数調整を進める。また、市独自の効
果的捕獲促進事業を実施し、令和７年度には捕獲実行により 250頭の捕獲を
見込む。

ヌートリアは年平均捕獲頭数約 100頭、カワウは年平均捕獲頭数約 50羽と



（注） 近年の対象鳥獣の捕獲実績、生息状況等を踏まえ、捕獲計画数等の設

定の考え方について記入する。

（注） 対象鳥獣の捕獲計画数、個体数密度等を記入する。

（注）１ わな等の捕獲手段、捕獲の実施予定時期、捕獲予定場所等について

記入する。

２ 捕獲等の実施予定場所を記した図面等を作成している場合は添付す

る。

（注） 被害防止計画に基づく対象鳥獣の捕獲等に従事している者にライフル

銃を所持させて捕獲等を行う場合には、その必要性及び当該被害防止計

画に基づく対象鳥獣の捕獲等に従事している者による捕獲手段、捕獲の

実施予定時期、捕獲予定場所等について記入する。

（４）許可権限委譲事項

なっており、個体密度の把握は困難なため、平均捕獲頭数で設定する。

対象鳥獣 捕獲計画数等

令和５年度 令和６年度 令和７年度

イノシシ ３，０００ ３，０００ ３，０００

ニホンザル １５０ １５０ ２５０

ニホンジカ １，２００ １，２００ １，２００

ヌートリア １００ １００ １００

カワウ ５０ ５０ ５０

捕獲等の取組内容

真庭市対象鳥獣捕獲員並びに猟友会と鳥獣の出没・被害状況等について情

報共有を行い、適切な捕獲を推進する。また、有害鳥獣駆除の実施時期及び

場所については、被害農家等からの申請に応じて実施時期を定め、被害地域

での駆除活動を実施。

ライフル銃による捕獲等を実施する必要性及びその取組内容

散弾銃では射程距離が限られ、十分に当たらなければ半矢をつくってしま

うおそれがあるが、ライフル銃を用いることで、散弾銃では困難な距離にお

いても、正確な狙いのもとで確実に仕留めることができる。

捕獲手段は巻き狩りなど。

捕獲の実施予定時期は捕獲許可期間内であれば特に決まりはない。

捕獲予定場所は捕獲許可で定めた対象区域内の安土がある場所。

対象地域 対象鳥獣

無し ｲﾉｼｼ､ﾆﾎﾝｻﾞﾙ､ﾆﾎﾝｼﾞｶ､ﾇｰﾄﾘｱ､ｶﾜｳ、その他鳥獣については許

可権限移譲済



（注）１ 都道府県知事から市町村長に対する有害鳥獣捕獲等の許可権限の委

譲を希望する場合は、捕獲許可権限の委譲を希望する対象鳥獣の種類

を記入する（鳥獣による農林水産業等に係る被害の防止のための特別

措置に関する法律（平成 19年法律第 134号。以下「法」という。）第
４条第３項）。

２ 対象地域については、複数市町村が捕獲許可権限の委譲を希望する

場合は、該当する全ての市町村名を記入する。

４．防護柵の設置等に関する事項

（１）侵入防止柵の整備計画

（注）１ 設置する柵の種類、設置規模等について記入する。

２ 侵入防止柵の設置予定場所を記した図面等を作成している場合は添

付する。

（２）侵入防止柵の管理等に関する取組

（注） 侵入防止柵の管理、追上げ・追払い活動等に関する取組等について記

入する。

対象鳥獣 整備内容

令和５年度 令和６年度 令和７年度

イノシシ

ニホンジカ

防護柵新規設置への補助(130
件程度)
電気柵（25,000m）、ワイヤーメ
ッシュ・トタン等（5,000m）

〃 〃

ニホンザル 防護柵新規設置への補助(20件
程度)
複合柵（20,000m）

〃 〃

対象鳥獣 取組内容

令和５年度 令和６年度 令和７年度

ニホンザル

イノシシ

ニホンジカ

・猿接近警戒システムの運用

猿接近警戒システムを導

入している地域において

は、システムを継続的に活

用し地域ぐるみの追い払い

活動を進める。

・防護柵の点検の実施等

年数回の定期的な見回り

の実施や、下草及び樹木の

枝の管理等の実施を集落に

対して指導する。

〃 〃



５．生息環境管理その他被害防止施策に関する事項

（注） 緩衝帯の設置、里地里山の整備、放任果樹の除去、被害防止に関する

知識の普及等について記入する。

６．対象鳥獣による住民の生命、身体又は財産に係る被害が生じ、又は生じる

おそれがある場合の対処に関する事項

（１）関係機関等の役割

（注）１ 関係機関等には、都道府県、警察、市町村、鳥獣被害対策実施隊、

猟友会等の名称を記入する。

２ 役割欄には、緊急時又は平常時において、各関係機関等が果たすべ

き役割を記入する。

３ 対象鳥獣による住民の生命、身体又は財産に係る被害が生じ、又は

生じるおそれがある場合の対処に関して、規程等を作成している場合

は添付する。

（２）緊急時の連絡体制

（注） 緊急時の各関係機関等の連絡体制及び連絡方法等をフロー図等により

記入する。

年度 対象鳥獣 取組内容

令和５年度 イノシシ

ニホンジカ

ニホンザル

地域住民が主体的に食品残渣等の除去の徹底、

耕作放棄地の藪等刈り払いにより里山整備を

推進し、緩衝帯をつくるなど森林を適切に整備

し、人間と鳥獣の住み分けを行う。

令和６年度 〃 〃

令和７年度 〃 〃

関係機関等の名称 役割

真庭警察署 被害状況の確認と住民への注意喚起、緊急時

における住民の安全確保

真庭市 情報収集及び住民への広報活動、情報提供

岡山県美作県民局（真庭地

域事務所）

市に対する指導、助言

真庭地区猟友会（実施隊） 対象鳥獣の捕獲及び情報に関すること

市民からの通報が真庭警察署に入ると、真庭警察署より真庭市へ連絡が入

る（直接真庭市へ通報があった場合は真庭警察署・美作県民局へ連絡する）。

真庭市は通報者に状況を確認し、電話にて美作県民局(真庭地域事務所)に対

応を相談する。美作県民局(真庭地域事務所)の助言を受け、猟友会へ連絡し、

真庭警察署に現場への立ち入り制限をかけてもらうよう連絡する。



７．捕獲等をした対象鳥獣の処理に関する事項

（注） 適切な処理施設での焼却、捕獲等をした現場での埋設等、捕獲等をし

た鳥獣の処理方法について記入する。

８．捕獲等をした対象鳥獣の食品・ペットフード・皮革としての利用等その有

効な利用に関する事項

（１）捕獲等をした鳥獣の利用方法

（注） 利用方法ごとに、現状及び目標を記入する。

原則、土中埋設とする。ニホンジカについてはジビエカー搬入によりジビ

エ等への利活用も進める。ニホンザルについて、行動域把握を目的とした「発

信機の取り付け」を推進し、発信機の取り付けを行わない場合は、殺処分後、

土中埋設とする。

食品 ジビエ等食品としての活用は地域資源の有効な利

用として期待が持てるため、真庭地区猟友会に協力し

ていただき、市内の獣肉処理施設への搬入を基本と

し、状況に応じてジビエカーを活用して美作市獣肉処

理施設への搬入も行う。

年間目標処理頭数：600頭
令和４年度処理頭数：499頭（令和５年１月末時点）

ペットフード 一次処理にて枝肉から切り分けられる内蔵につい

ては、ペットフード用として県内事業者へ出荷してお

り、今後角や骨等の利活用についても検討を行ってい

く。

皮革 ジビエ処理において一定体重以上の個体から切り

分けた皮については、加工業者へ提供しており、今後

革製品としての販売を検討していく。

その他

（油脂、骨製品、角

製品、動物園等で

のと体給餌、学術

研究等）

食肉として処理を行う際、基準を満たさなかった規

格外品等については、餌として動物園へ搬入を行って

いる。

また、従来廃棄していた胃部分についても微生物機

能によるメタン発酵促進が期待できることから、今後

有効な活用方法について研究・検討を行っていく。



（２）処理加工施設の取組

（注） 処理加工施設を整備する場合は、年間処理計画頭数、運営体制、食品

等としての安全性の確保に関する取組等について記入する。

（３）捕獲等をした対象鳥獣の有効利用のための人材育成の取組

（注） 処理加工に携わる者の資質の向上や、捕獲から搬入までの衛生管理の

知識を有する者の育成の取組等について記入する。

９．被害防止施策の実施体制に関する事項

（１）協議会に関する事項

（注）１ 関係機関等で構成する協議会を設置している場合は、その名称を記

入するとともに、構成機関欄には、当該協議会を構成する関係機関等

の名称を記入する。

２ 役割欄には、各構成機関等が果たすべき役割を記入する。

（２）関係機関に関する事項

ジビエカーの運用により、迅速に衛生管理を徹底した解体処理を実施し

ている。令和４年度からはさらなる利用・認知拡大のため、有害駆除された

個体について、搬入に対する補助金の上乗せを実施している。

年間目標処理頭数：600頭
令和４年度処理頭数：499頭（令和５年１月末時点）
従事人数：3名（市臨時職員）

ジビエカーの運営業務に従事する職員については、各種研修会等への参加

を促し、資質向上を図るとともに、衛生管理を徹底した解体処理を実施して

いる。

協議会の名称 真庭市鳥獣被害防止対策協議会

構成機関の名称 役割

真庭市 鳥獣の被害に関する情報提供並びに協議会の

事務、関係機関との連絡調整を行う。

岡山県真庭地区猟友会 鳥獣に関する情報提供並びに有害鳥獣捕獲を

行う。

晴れの国岡山農業協同組合

まにわ統括本部

鳥獣の被害に関する情報提供並びに営農指導

を行う。

晴れの国岡山農業協同組合

びほく統括本部

鳥獣の被害に関する情報提供並びに営農指導

を行う。

真庭森林組合 鳥獣の被害に関する情報提供を行う。

関係機関の名称 役割

岡山県美作県民局

農林水産事業部

鳥獣に関する情報提供・捕獲等に関する技術

指導などオブザーバーとして意見を求める。



（注）１ 関係機関欄には、協議会の構成機関以外の関係機関等の名称を記入

する。

２ 役割欄には、各関係機関等が果たすべき役割を記入する。

３ 協議会及びその他の関係機関からなる連携体制が分かる体制図等が

あれば添付する。

（３）鳥獣被害対策実施隊に関する事項

（注）１ 被害状況を勘案し、鳥獣被害対策実施隊を設置する必要があると認

める場合は、その設置に関して設置に向けた基本的な方針や検討の状

況、設置予定時期等について記入する。

２ 鳥獣被害対策実施隊を設置している場合は、鳥獣被害対策実施隊が

行う被害防止施策、その規模、構成、農林漁業者や農林漁業団体職員、

地域住民等の多様な人材の活用策等を記入するとともに、実施体制が

わかる体制図等があれば添付する。

（４）その他被害防止施策の実施体制に関する事項

（注） 将来的な被害防止対策の実施体制の維持・強化の方針その他被害防止

施策の実施体制に関する事項（地域の被害対策を企画・立案する者の育

成・確保や現場で対策を実施する者の知識・技術の向上等の被害対策に

関する人材育成の取組を含む。）について記入する。

10．その他被害防止施策の実施に関し必要な事項

（注） 近隣市町村と連携した広域的な被害防止対策等その他被害防止施策の

実施に関し必要な事項について記入する。

(別紙の２参照)

真庭地区猟友会の協力も得ながら、鳥獣被害対策実施隊の知識・技術の

向上を図り、効果的捕獲の実証等に取り組み、有効な情報の共有を図る。

なし



(別紙）

鳥獣被害対策実施隊（対象鳥獣捕獲員）捕獲体制について

1. 岡山県猟友会真庭支部体制について（新庄分会を除く）

（１）分会数 ９分会

（２）会員数 ３２０名

（３）わな猟登録者数

（４）網猟登録者数

（５）第１種銃猟登録者数

（６）第２種銃猟登録者数

令和４年度猟友会名簿より作成

※（　）内は他の登録との重複登録者数

２９２名

０名

１１１名

９名

(５) (５)

０ ２６ ５ ０

(５) (５)

０ １８ ７ ０

(６) (６)

０ １３ ６ ０

(１４) (１３) (１)

０ ２３ １５ ２

(４) (４)

０ １３ ５ ０

(１４) (１２) (２)

０ ６７ ２０ ２

(１３) (１３)

０ ２６ １９ １

(１８) (１６) (２)

０ ７２ ２２ ３

(１３) (１２) (１)

０ ３４ １２ １

(１００) (９４) (８)

333 ０ ３０３ １１９ ９

分会名 会員数 網猟
わな猟
登録者数

第１種銃猟
登録者数

第２種銃猟
登録者数

川上分会 ２６

八束分会 ２０

中和分会 １３

湯原分会 ２６

美甘分会 １４

勝山分会 ７５

久世分会 ３３

落合分会 ７９

北房分会 ３４

合計
９分会



２．鳥獣被害対策実施隊（対象鳥獣捕獲員）捕獲体制について

（１）対象鳥獣捕獲員の班編成について

岡山県真庭地区猟友会各分会（新庄分会を除く）より対象鳥獣捕獲員を任命し、

班編成を行う。

（２）対象鳥獣捕獲員数について

対象鳥獣捕獲員数については上限を設定せず、下記対象鳥獣捕獲員条件を満たす

者を任命する。

（３）対象鳥獣捕獲員条件について

① 岡山県真庭地区猟友会員であること。ただし、新庄分会を除く。

② 真庭市が編成する有害鳥獣駆除班員であること。

③ わな猟登録者については、直近の岡山県狩猟者登録を行っている者とする。

④ 第 1種銃猟及び第２種銃猟登録者については、直近３ヵ年に岡山県狩猟者登

録を連続して行っている者とする。

ただし、直近の岡山県狩猟者登録を第１種銃猟又は第２種銃猟と、わな猟の

登録を同時に行っている者で、第１種銃猟又は第２種銃猟の岡山県狩猟者登録

を連続して３ヵ年行っていない場合は、わな猟登録者として対象鳥獣捕獲員に

編成することとする。

（４）対象鳥獣捕獲員活動地域について

旧町村（分会）での活動を基本とするが、各分会の連携により効果的な駆除活動

を行うため、必要に応じ駆除活動地域を拡大することとする。

（５）対象鳥獣捕獲員（非常勤職員）の報酬について

・報酬…２，０００円／年額


